
令和３年度市政懇談会 開催議事録

開催日時：令和 3年 4月 25 日（日）午後 1時～2時 15 分

場 所：笠間市役所本所 2-6 会議室

出席者：2名

《市の現況説明後の意見交換》

1 ワクチン接種の広報について

2 市の将来のビジョンについて

3 介護に関する相談先について

4 コロナ禍で変化する社会への対応について

5 プロモーションについて

6 東海第 2原子力発電所について

1 ワクチン接種の広報について

【意見等】

新型コロナワクチンについて、情報が分からないので周知をしてほしい。

【回答】

現在はまだ予約ができる状態ではないため、まだ具体的な情報をお伝えして

いないという部分もあります。5月の連休後に予約ができるようになる予定なの

で、新聞折り込みやホームページなどでお知らせして行きます。1日に打てる人

数が限られているので、最初はどうしても混み合うことが予想されますが、だ

んだんと落ち着いてくると思いますので、ご理解ください。

2 市の将来のビジョンについて

【意見等】

市の将来のビジョンやこれからの行政の役割についてどのように考えている

か。モデルにしている自治体はあるか。

【回答】

これから、少子化により人口が縮小していきます。その中でも発展できるよ

うに、企業誘致や産業の育成などを図っていきます。行政の役割は、市民の生

活を守ることにありますので、1人親世帯や低所得世帯、障がいを持っている方

など、生活に苦しさを感じている方を支える事が重要だと考えています。働く

場の提供なども合わせて行っていきます。だんだんと働いている方の負担が増

えてきますので、企業誘致や産業育成による所得向上や下水道、ごみ処理の料

金見直しなどを行い、支える側と支えられる側のバランスを保っていきたいと

考えています。モデルにしている自治体については、人口規模など条件がバラ



バラなので、全体的にモデルにするというよりも、施策ごとに条件に合いそう

なものは取り入れるということはあります。

3 介護に関する相談先について

【意見等】

年を取るにつれ、将来の介護に対する不安が大きくなってきている。どこに

相談すれば良いか。

【回答】

まずは、市役所の高齢福祉課や地域包括支援センターにご相談ください。ケ

アマネージャーや民生委員と、在宅が良いのか施設が良いのか相談して決めて

いく形になると思います。

お葬式や財産の整理などについては、成年後見制度の利用を検討する場合も

あると思います。現在、水戸の社会福祉協議会で行っている、成年後見制度の

相談窓口を、令和 4 年度には笠間の社会福祉協議会で行えるよう、専門家の協

力を得ながらシステム作りを行っているところです。

4 コロナ禍で変化する社会への対応について

【意見等】

コロナ禍で変化する社会へどのように対応していくのか。

【回答】

新型コロナの感染拡大で観光施設、バス、タクシー、宿泊施設などが大きな

影響を受けました。今は国の予算を使って対応をしていますが、いずれは市の

予算で対応する必要が出てきます。まずは感染を落ち着かせることに重点を置

いて、収まった後は、戻せるものは戻しますが、新しい社会生活にも対応して

いくことも必要であります。特にデジタル化の流れは加速していて、税の申告

でも e-Tax が増え、証明書のコンビニ交付も増えてきました。紙での広報紙回

覧を減らして電子化を進めていく予定です。

5 プロモーションについて

【意見等】

市のイメージ向上のために広告や宣伝に力を入れてみてはどうか。市のお菓

子をモンブランにするなども PR として良いと思う。菊やつつじは高齢者向けの

イメージが強いので、水戸のチームラボのイベントのように若い人向けの魅せ

方を考えてみてはどうか。

【回答】

広告代理店は大きな費用がかかるので、民間と一緒になって出来る範囲で行

っていくという形で進めていきたいと考えています。



モンブランを市のお菓子に指定する予定はありませんが、今年は普段モンブ

ランを作っていないお店などにも参加してもらい、1か月程度の期間で「モンブ

ランまつり」を開催しようと考えています。

菊まつりは、国際友好都市のラール市の飾り方を参考するなどして、若い人

がだんだんと見に来るようになってきました。新しいお店も増えて、観光に来

る方の年齢も若くなってきていると思います。

6 東海第 2原子力発電所について

【意見等】

東海第 2原子力発電所について、どのように考えているか。

【回答】

東海第 2原子力発電所については、笠間市も 30km 圏内に入っていますので、

避難計画を作り、万が一のことがあった際は、栃木の自治体に避難する体制を

整えています。稼働するかどうかについては、国や県、東海村と周辺 5自治体(水

戸、日立、ひたちなか、那珂、常陸太田)の判断となると思います。

以上


